街頭宣伝例（集団的自衛権）   2014/05/23　鳥取県委員会
　
ご町内のみなさん、こちらは日本共産党です。この場所から「集団的自衛権」反対の訴えをさせていただきます。ご協力よろしくお願いします。
　みなさん、いま、集団的自衛権が大問題となっています。これに反対する声は、毎日新聞の世論調査で５６％、共同通信５１％と国民多数です。歴代の自民党幹事長や内閣法制局長官などからも、「憲法を否定するもの」と厳しい批判の声があがり、自民党の加藤紘一元幹事長は、「しんぶん赤旗」に登場し、「集団的自衛権の行使を容認すれば、米国の要請で自衛隊が、地球の裏側まで行くことは十分想定されます」と指摘しています。そして、「憲法解釈の変更などという軽い手法ではなく、正々堂々と改憲を国民に提起すればいい。立憲主義は守るべきです」と安倍政権のやり方を厳しく批判しています。

みなさん、集団的自衛権の行使容認とは、日本が武力攻撃を受けていないのに、他国を防衛するため海外にでかけ戦争をするということです。安倍首相は、「そんなことはしない」などと言っていますが、ごまかしです。実際、石破茂自民党幹事長は、海外での武力行使について、当然そうなると答えています。
安倍首相は、記者会見で、海外の紛争から逃げる日本人を載せたアメリカの艦船を守る場合を例に、パネルで説明しました。そして、「国民の命を守る責任がある」と何度も繰り返しました。しかし、アメリカの艦船が日本人を救出・輸送するような事態が本当に起こるでしょうか。

首相は、朝鮮半島での有事を想定して説明しましたが、そうした事態が近い将来起こる可能性はないというのが専門家の見方です。万が一起こった場合でも、日本が、アメリカの艦船を守るため、武力行使をすれば、大変なことになります。当然、アメリカは相手国にたいして反撃します。そして、韓国を守るため、介入戦争を始めるでしょう。そうなれば、日本もこの戦争に巻き込まれ、「殺し、殺される」国にされてしまうのです。そんなことになったら大変だと、日本政府は、２０年も前から、朝鮮半島有事の際は、日本人を救出する場合、アメリカ軍に頼るとぶっそうだと、日本独自で救出する計画を立てているのです。
　首相は、集団的自衛権の行使容認で「抑止力が高まり、紛争が回避され、我が国が戦争に巻き込まれることがなくなる」と述べています。その例に、日米安保条約をもちだしました。しかし、実際はどうでしょう。日米安保条約で紛争が回避され、戦争に巻き込まれることがなくなるどころか、ベトナム戦争の際、日本にある米軍基地が出撃拠点になり、この不法な戦争に、日本も深く関係しました。これに、日本が集団的自衛権行使容認となればどうでしょう。韓国軍のように、自衛隊がベトナムにでかけ、殺し殺されることになったのではないでしょうか。
　首相は、「日本を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増している」といいます。それならなおのこと、軍事力を強化すれば、火に油をそそぎ、軍拡競争にいっそう拍車を掛けるだけではないでしょうか。
　では、中国や北朝鮮などとの緊張を解決するには、どうすればいいのでしょうか。何よりも、平和と安定の枠組みをつくる外交に力をつくすことではないでしょうか。日本共産党は、「北東アジア平和協力構想」を提唱していますが、お手本があります。東南アジアの国ぐには、年に１０００回以上、毎日のように集まって話し合い、「もめごとはおこる、しかし決して戦争にしない」と平和の枠組みをつくって、一生懸命、外交に努力しています。憲法９条をもつ日本こそ、平和外交に一番がんばるべきではないでしょうか。それなのに、勝手に憲法の解釈をかえて、「海外で戦争する国」にして、若者に血を流させる、こんなことを絶対にゆるしてはなりません。日本共産党は、戦前、命がけで侵略戦争に反対した党として、安倍内閣による軍国主義復活への暴走を許すことはできません。尊い犠牲のうえにつくられた憲法を守りぬくため、みなさんと力をあわせてがんばります。集団的自衛権行使容認に反対する署名へのご協力もお願いして、この場所での訴えを終わります。ありがとうございました。（以上）
